
【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,293,356,753   固定負債 1,880,385,531

    有形固定資産 2,210,813,033     地方債 1,645,054,414

      事業用資産 1,217,716,508     長期未払金 -

        土地 42,571,497     退職手当引当金 235,331,117

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 1,297,842,000     その他 -

        建物減価償却累計額 -267,263,308   流動負債 287,931,119

        工作物 173,835,000     １年内償還予定地方債 223,164,277

        工作物減価償却累計額 -29,268,683     未払金 -

        船舶 1,237,825     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -1,237,823     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 64,766,842

        航空機 -     預り金 -

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 2,168,316,650

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 2,456,778,192

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,138,701,121

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,005,726,376

      物品減価償却累計額 -1,012,629,851

    無形固定資産 972,000

      ソフトウェア 972,000

      その他 -

    投資その他の資産 81,571,720

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 81,571,720

        減債基金 -

        その他 81,571,720

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 193,036,968

    現金預金 29,615,529

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 163,421,439

      財政調整基金 163,421,439

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 318,077,071

資産合計 2,486,393,721 負債及び純資産合計 2,486,393,721

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    その他 -

純行政コスト 1,238,293,079

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 9

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 1,238,293,070

  臨時損失 9

    災害復旧事業費 -

  経常収益 26,088,892

    使用料及び手数料 1,333,550

    その他 24,755,342

      社会保障給付 11,875,000

      他会計への繰出金 -

      その他 656,500

        その他 699,303

    移転費用 127,867,588

      補助金等 115,336,088

      その他の業務費用 5,184,554

        支払利息 4,485,251

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 -

        減価償却費 230,863,056

        その他 1,604,030

        その他 300,332

      物件費等 384,509,024

        物件費 152,041,938

        職員給与費 945,303,544

        賞与等引当金繰入額 64,766,842

        退職手当引当金繰入額 -263,549,922

  経常費用 1,264,381,962

    業務費用 1,136,514,374

      人件費 746,820,796

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 -15,156,436 2,559,942,518 -2,575,098,954

  純行政コスト（△） -1,238,293,079 -1,238,293,079

  財源 1,551,139,426 1,551,139,426

    税収等 1,545,300,000 1,545,300,000

    国県等補助金 5,839,426 5,839,426

  本年度差額 312,846,347 312,846,347

  固定資産等の変動（内部変動） -123,551,486 123,551,486

    有形固定資産等の増加 49,621,366 -49,621,366

    有形固定資産等の減少 -230,863,065 230,863,065

    貸付金・基金等の増加 57,690,213 -57,690,213

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 20,387,160 20,387,160

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 333,233,507 -103,164,326 436,397,833

本年度末純資産残高 318,077,071 2,456,778,192 -2,138,701,121

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 29,615,529

    その他の収入 -

財務活動収支 -177,566,715

本年度資金収支額 -738,067

前年度末資金残高 30,353,596

本年度末資金残高 29,615,529

  財務活動支出 204,066,715

    地方債償還支出 204,066,715

    その他の支出 -

  財務活動収入 26,500,000

    地方債発行収入 26,500,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -107,311,579

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 -

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 107,311,579

    公共施設等整備費支出 49,621,366

    基金積立金支出 57,690,213

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 284,140,227

  業務収入 1,577,228,318

    税収等収入 1,545,300,000

    国県等補助金収入 5,839,426

    使用料及び手数料収入 1,333,550

    その他の収入 24,755,342

    移転費用支出 127,867,588

      補助金等支出 115,336,088

      社会保障給付支出 11,875,000

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 656,500

    業務費用支出 1,165,220,503

      人件費支出 1,006,389,981

      物件費等支出 154,345,271

      支払利息支出 4,485,251

      その他の支出 -

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,293,088,091



１　重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法
　　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価

　　としております。

　　　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達原価とはしないこととしております。

（２）有形固定資産等の減価償却の方法
　　・有形固定資産（事業用資産及び物品）及び無形固定資産 

　　　定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準及び算定方法
　　①　退職手当引当金

　　　　期末自己都合要支給額を計上しています。

　　②　賞与等引当金

　　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を

　　　計上しております。 

 

（４）資金収支計算書における資金の範囲
　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物を資金の範囲としております。

　　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

（５）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　　・消費税等の会計処理

　　　税込方式によっております。 

注　記



平成29年度

　　　伊達地方消防組合

財務書類【概要版】



（１）作成の基本的前提

　①財務書類の作成基礎

(平成28年5月改訂)に公表された総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づ

いて作成しております。

　②対象会計範囲

　　一般会計を対象としております。

　③対象年度

　　対象年度は平成29年度とし、平成30年3月31日を基準日としております。

　④作成基礎データ

　　原則として、歳入歳出データの数値を基礎として作成しています。なお、一部につきまして

は、対象年度の歳入歳出決算書や人事データ等を用いて数値を算出しています。

（注）表示単位の端数処理の関係上、各表間の合計等が一致しない場合があります。

１　普通（一般）会計財務書類

　　貸借対照表、合成コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は平成27年1月
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【概要】

（単位：千円）

H29 H28 差額 H29 H28 差額

2,486,394 2,590,296 △ 103,902 2,168,317 2,605,453 △ 437,136

固定資産 2,293,357 2,420,604 △ 127,247 固定負債 1,880,386 2,340,600 △ 460,214

(１)有形固定資産 2,210,813 2,372,639 △ 161,826 (１)地方債 1,645,055 1,841,719 △ 196,664

(２)無形固定資産 972 972 (２)退職手当引当金 235,331 498,881 △ 263,550

(３)投資その他資産 81,572 47,965 33,607 0

流動負債 287,931 264,853 23,078

(１)1年内償還予定地方債 223,164 204,067 19,097

(２)賞与等引当金 64,767 60,786 3,981

純資産 318,077 △ 15,157 333,234

流動資産 193,037 169,692 23,345 1　固定資産形成分 2,456,778 2,559,942 △ 103,164

(１)現金預金 29,616 30,354 △ 738 2　余剰分(不足分) △ 2,138,701 △ 2,575,099 436,398

(２)基金 163,421 139,338 24,083

資産 負債

（２）　貸借対照表

（平成30年3月31日現在）

債務返済の財源等 これまでの世代の負担 

  貸借対照表とは、組合の財政状態を明らかにしたものです。 年度末における将来の世代に引き継ぐ社会

資本と債務返済の財源等からなる資産と、将来の世代の負担となる債務たる負債、さらにこれまでの世代の

負担及び国・県の負担たる純資産を対比させて表示しています。 

  貸借対照表により、当年度までに組合が積み上げてきた過去の世代の蓄えたる資産と、将来の世代が負

担する負債のバランスを把握します。 

  資産は、有形固定資産のような行政サービス提供能力を持つものと、現金預金からなります。 

  また、負債は地方債（借入金）や将来発生が見込まれる退職手当、賞与手当からなります。 
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【各数値指標】

流 動 資 産 （ 193,037 千円）

流 動 負 債 （ 287,931 千円）

地 方 債 （ 1,645,055 千円）

住 民 人 口 （ 96,144 人）

減価償却累計額（ 267,263 千円）

取 得 価 額 （ 1,297,842 千円）

減価償却累計額（ 29,969 千円）

取 得 価 額 （ 173,835 千円）

減価償却累計額（ 1,012,630 千円）

取 得 価 額 （ 2,005,726 千円）

名称 H29 算式

20.59 ％％ 17.70

a.流動比率

b.住民一人あたり

地方債

c.減価償却率

（建　 物）

数値

0.67

17.1 千円

H29 H28

2.79

千円 21.0

％ 12.64

％ 42.39

a.流動比率は、短期の財務状態の評価です。これは、以後1年間の支払いに対してどの程度資金を準備し
ているかの指標となります。1以上が原則であり、1を切った場合は、以後1年間の支払の準備が、充分に
はないことを意味します。

b.住民一人当たり地方債は、将来負担することになる住民一人あたりの負担額を意味します。

c.～e.減価償却率は、耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把握
することができます。100％に近いほど老朽化が進んでいることとなります。

17.24 ％

50.49 ％

d.減価償却率

（工作物）

e.減価償却率

（物　 品）

① 流動比率は、「0.67」と低い数値を示しています。消防組合は構成市町の分担金による運営の

ため問題とはなりませんが、日常的な資金繰りに関して注意が必要な状況です。 
 

② 減価償却率は、建物及び工作物については、平成27年度に整備した消防本部・中央消防署庁

舎及びデジタル無線指令システム関連施設の関係から低い数値となっています。それと比較する

と車両・資機材等の物品（50万円以上）については「50.49％」と若干高い数値のため、将来的な資

産更新について検討が必要です。 
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（３）　行政コスト計算書

【概要】

（単位：千円）

H29 H28 差額 H29 H28 差額

1,264,382 1,418,676 △ 154,294 26,089 14,425 11,664

人件費等 746,821 932,462 △ 185,641 使用料・手数料等 26,089 14,425 11,664

物件費、維持修繕費や
減価償却費

384,509 355,968 28541

補助金等 127,868 123,129 4,739

支払利息等 5,184 7,117 △ 1,933

（差引）
純経常行政コスト

1,238,293 1,404,251 △ 165,958

経常行政コスト 経常収益

（自平成29年4月1日　至平成30年3月31日）

人にかかるコスト 事業に対する受益者負担 

  行政コスト計算書は、1年間の行政サービス（資産形成を除く）を提供する上で発生した費用を表す財

務書類です。 

  貸借対照表が、これまでの行政活動によって形成された建物・土地などの資産と、その財源である地

方債などのストック情報を表したものであるのに対し、行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動

のうち、資産の形成に結びつかない、救急・救助業務などの行政サービスに係る経費及び財源のフロー

を表したものです。 

  主な経費としては、職員の給料など人にかかる経費として約746,821千円、物品の購入や維持管理費

などに約384,509千円、退職手当、研修負担金などに127,868千円、地方債返済に係る利息支払などが

約5,184千円となっています。 

物にかかるコスト 

移転支出的なコスト 

その他のコスト 

不足する部分は、税収（分担金）や地方債、国補

助金などで賄っています。 
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【各数値指標】

経常費用合計（ 1,264,382 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

経常業務費用（ 1,136,514 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

人 件 費 （ 746,821 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

減 価 償 却 費 （ 230,863 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

補 助 金 等 （ 115,336 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

社会保障給付（ 11,875 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

人 口 一 人 あ た り
純 行 政 コ ス ト

13.2 14.5

名称 H29 算式
数値

H29 H28

人 口 一 人 あ た り
物 件 費 等

11.8 13.3

人 口 一 人 あ た り
人 件 費 等

7.8 9.6

人 口 一 人 あ た り
社 会 保 障 支 出

0.1 0.1

人 口 一 人 あ た り
減 価 償 却 費

2.4 2.1

人 口 一 人 あ た り
補 助 金 等 支 出

1.2 1.2

企業活動の場合、「効率性」については収入と費用との相対的比較によって計られますが、コス

ト投入に見合う収入を計算できない地方公共団体においては、同種の業務をどれだけのコスト

水準で実現したかということでその評価を行います。 

コスト水準の比較数値としては、簡便な対応とするため人口一人当りコストを採用します。 
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（４）　純資産変動計算書

【概要】

（自平成29年4月1日　至平成30年3月31日） （単位：千円）

Ｈ28

△ 35,951

△ 1,404,251

1,418,000

7,046

0

20,795

△ 15,156

【各数値指標】

経 常 費 用 合 計 （ 1,545,300 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

経 常 費 用 合 計 （ 5,839 千円） 千円 千円

住 民 人 口 （ 96,144 人）

科目
金額

Ｈ29 差額

　　期首純資産残高 20,795△ 15,156

Ｈ28Ｈ29

数値

165,958

127,300

△ 1,207

20,387

人口一人あたり
税 収 ( 分 担 金 )

人口一人あたり
補 助 金 収 入

16.1 14.9

0.06 0.07

　　　　　純経常行政コスト

　　　　　税収等

　　　　　国・県等補助金

　　　　　無償所管換等

名称 算式

333,233

318,077

312,438

333,233

　　　 純資産変動額

　　期末純資産残高

△ 1,238,293

1,545,300

5,839

20,387

 純資産変動計算書は、財政状態のフローを純資産の変動の観点からみた財務書類です。 

   行政コスト計算書における純経常行政コストに対し、どのような収入がどう割り当てられたも

のか（財源がどう充当されたか）を表したものとなります 

 本計算書において特に重要となるのは「純資産変動額」です。この数字が赤字の場合、一年間

に当組合行政で発生する経費を収入（財源）でカバー出来ないということであり、負担を次世代

へ先送りしたことになります。 

 当組合の今期は「333,233千円」と黒字であり、前期「20,795千円」よりも大幅に増加しています。 
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（５）　資金収支計算書

【概要】

（自平成29年4月1日　至平成30年3月31日） （単位：千円）

H29 H28 差額

284,140 169,172 114,968

1,293,088 1,270,299 22,789

1,577,228 1,439,471 137,757

△ 107,312 △ 224,764 117,452

107,312 224,764 △ 117,452

0 0 0

△ 177,567 48,880 △ 226,447

204,067 154,620 49,447

26,500 203,500 △ 177,000

△ 738 △ 6,712 5,974

30,354 37,066 △ 6,712

29,616 30,354 △ 738

　当年度歳計現金増減額

　期首歳計現金残高

　期末歳計現金残高

金額

２　投資活動収支額

　　投資活動支出（車両、建物付随設備）

　　投資活動収入

３　財務活動収支額

　　財務活動支出（地方債元金返済）

　　財務活動収入（地方債発行）

経常行政コスト

1　業務活動収支額

　　業務支出（職員給与、手当、維持管理費等）

　　業務収入（分担金、補助金等）

 組合の歳出をその性質に応じて「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の3

つに区分し、それに対応する財源を収入として表示したものであり、歳入・歳出の実態を反

映した財務書類です。 

〇投資活動支出（107,312千円）の主な内容は、「高規格救急自動車更新（28,432千円）」や

「北分署庁舎空調設備改修工事（21,190千円）」に係る費用、また、「財政調整基金（24,083千

円）」、「消防施設整備基金（33,607千円）」の積立に係る費用となりますが、その経費に対す

る補助金収入等がないため、投資活動収支額は▲107,312千円となっています。 
 

〇業務活動収支額は284,140円の黒字、また、財務活動収支額は▲177,567千円となり、3つ

の収支を合計した当期の収支増減は▲738千円となっています。 
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２　用語解説

（１）会計区分
①普通会計
　地方公共団体ごとに異なっている一般会計など各会計の範囲について財政比較などをするために統
一的に用いられる会計区分のことです。
　他自治体との比較や財政分析等、地方財政の計数をいうときはこの普通会計を称していることが多く、
「地方財政の状況」（地方財政白書）や「国民経済白書」にも使用されています。

（２）財務諸表における主な用語
①貸借対照表
【固定資産】
　行政サービスを提供するために有している資産。土地、建物などに分類して表示しています。

【投資及び出資金】
　公営企業会計への出資金や、民間企業の株式や債券並びに財団法人への出捐金などです。

【未収金】
　財源や貸付金・使用料等の収入未済額のうち、過去1年以内に発生した金額です。

【徴収不能引当金】
　財源や貸付金・使用料等の収入未済額のうち、時効等により将来回収不能と見込まれる金額。過去の
不能欠損の実績等から算定しています。

【退職手当引当金】
　将来発生するであろう退職手当見込額を負債計上したものです。特別職を含む全職員が年度末に普
通退職したと仮定して算定しています。

【賞与引当金】
　将来発生するであろう期末勤勉手当見込額を負債計上したものです。翌年度6月支給分の支給対象期
間の12月から翌年5月までのうち、12月～翌年3月までの4か月分を算定しています。

【固定資産等形成分】
　行政サービスを提供するための資産を取得するために要した金額です。固定資産の額に流動資産に
おける短期貸付金及び基金等を加えた額を計上します。

【余剰分（不足分）】
　費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいいます。流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から
負債を控除した額を計上します。

②行政コスト計算書
【退職手当・賞与引当金繰入】
　貸借対照表上のそれぞれの引当金の項目に繰り入れた額です。

【減価償却費】
　有形固定資産の経年劣化等に伴って価値が減少したと認められる金額です。

【社会保障給付】
　児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護費などの扶助費です。

【支払利息】
　地方債利子償還額及び一時借入金利子を計上しています。

【他会計への支出等】
　他団体や民間に支出した補助金等の額や、公営事業会計への繰出金です。

【徴収不能引当金繰入額】
　時効等により徴収不能となった財源や使用料・手数料など、過去の不能欠損の実績等から算定して当
年度計上した額です。
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２　用語解説

（１）会計区分
①普通会計
　地方公共団体ごとに異なっている一般会計など各会計の範囲について財政比較などをするために統
一的に用いられる会計区分のことです。
　他自治体との比較や財政分析等、地方財政の計数をいうときはこの普通会計を称していることが多く、
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（２）財務諸表における主な用語
①貸借対照表
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【投資及び出資金】
　公営企業会計への出資金や、民間企業の株式や債券並びに財団法人への出捐金などです。

【未収金】
　財源や貸付金・使用料等の収入未済額のうち、過去1年以内に発生した金額です。

【徴収不能引当金】
　財源や貸付金・使用料等の収入未済額のうち、時効等により将来回収不能と見込まれる金額。過去の
不能欠損の実績等から算定しています。

【退職手当引当金】
　将来発生するであろう退職手当見込額を負債計上したものです。特別職を含む全職員が年度末に普
通退職したと仮定して算定しています。

【賞与引当金】
　将来発生するであろう期末勤勉手当見込額を負債計上したものです。翌年度6月支給分の支給対象期
間の12月から翌年5月までのうち、12月～翌年3月までの4か月分を算定しています。

【固定資産等形成分】
　行政サービスを提供するための資産を取得するために要した金額です。固定資産の額に流動資産に
おける短期貸付金及び基金等を加えた額を計上します。

【余剰分（不足分）】
　費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいいます。流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から
負債を控除した額を計上します。

②行政コスト計算書
【退職手当・賞与引当金繰入】
　貸借対照表上のそれぞれの引当金の項目に繰り入れた額です。

【減価償却費】
　有形固定資産の経年劣化等に伴って価値が減少したと認められる金額です。

【社会保障給付】
　児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護費などの扶助費です。

【支払利息】
　地方債利子償還額及び一時借入金利子を計上しています。

【他会計への支出等】
　他団体や民間に支出した補助金等の額や、公営事業会計への繰出金です。

【徴収不能引当金繰入額】
　時効等により徴収不能となった財源や使用料・手数料など、過去の不能欠損の実績等から算定して当
年度計上した額です。

【経常収益】
　行政サービスを直接的に受けた者が、その対価として負担した額（受益者負担額）を計上しています。
使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金（連結会計においては保険料・事業収益等）が該当します。

③純資産変動計算書
【純行政コスト】
行政コスト計算書により算定される、経常行政コストから経常収益（受益者負担額）
を控除したものです。

【資産評価替変動額】
資産の時価評価に伴う価値の増減を計上しています。

【無償所管換等】
資産の無償による所管換等の増減を計上しています。

④資金収支計算書
【業務活動収支の部】
組合運営のために、毎年度継続的に収入、支出されるものを表しています。

【投資活動収支の部】
公共施設整備、貸付金や公営企業等への出資金などへの支出及び財源を表しています。

【財務活動収支の部】
地方債の元金償還額などの経費及び財源を表しています。
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【経常収益】
　行政サービスを直接的に受けた者が、その対価として負担した額（受益者負担額）を計上しています。
使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金（連結会計においては保険料・事業収益等）が該当します。

③純資産変動計算書
【純行政コスト】
行政コスト計算書により算定される、経常行政コストから経常収益（受益者負担額）
を控除したものです。

【資産評価替変動額】
資産の時価評価に伴う価値の増減を計上しています。

【無償所管換等】
資産の無償による所管換等の増減を計上しています。

④資金収支計算書
【業務活動収支の部】
組合運営のために、毎年度継続的に収入、支出されるものを表しています。

【投資活動収支の部】
公共施設整備、貸付金や公営企業等への出資金などへの支出及び財源を表しています。

【財務活動収支の部】
地方債の元金償還額などの経費及び財源を表しています。
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